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保育提供体制の確保のための実施計画について 

 

 

１ 趣旨 

待機児童の解消に係る施策について、国は、保育ニーズの増加を背景とした、

これまでの保育の量の拡大を中心とした施策から転換し、令和７年度以降は全

国的な認可保育所等の整備目標の設定を行わず、地域の実情に応じた質の高い

保育の確保等を行うこととする「保育政策の新たな方向性」を示しました。 

本方向性では、待機児童対策や人口減少対策など地域ごとの課題に応じて、

適切な保育の量の確保に加え、持続可能な保育提供体制の確保等、きめ細やか

な対応が求められています。 

また、国は、令和８年度から市区町村ごとに地方版子ども・子育て会議等で

承認を得た保育提供体制の確保のための実施計画の策定を求め、当該計画に基

づく財政支援を行うこととしています。 

このことから、本市においても、国の方針を踏まえ、必要な財政支援の対象

となる事業を推進するため、保育提供体制の確保のための実施計画を策定する

ものです。 

 

２ 概要 

 (1) 令和７年度以降の保育需要と提供体制 

   実施計画に記載している令和７年４月１日及び令和８年４月１日の数値は

実績値であり、令和９年度以降については令和７年１月に策定した府中市こ

ども計画の内容に基づいています。 

 (2) 期間中における整備内容及び定員増減の予定 

現在進めている公立保育所の再編による定員減を反映しています。 

 

３ 財政支援の対象となる事業 

 (1) 保育士宿舎借り上げ支援事業 

 (2) 一時預かり事業（一般型） 

※ 緊急一時預かり事業のみ 

 


